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１　北陸新幹線開業効果の最大化

1 鯖街道「日本遺産プレミアム」記念誘客事業 56,202

[－]

1 東北地域誘客プロモーション事業 42,612

[－]

1 「ポケモン化石博物館」開催事業 168,091

[－]

1 大阪・関西万博ふくいＰＲステージ開催事業 －

[－]

4 ふくいの日本遺産活用促進事業 2,000

[4,352]

予 算 額
［６年度６月現計］

（単位：千円）

　県立恐竜博物館において、人気ゲーム「ポケットモンスター」シリーズに登場する「カ
セキポケモン」と、恐竜博物館の「化石・古生物」を見比べる企画展を開催することによ
り、北陸新幹線開業効果の持続を図り、継続的な誘客を促進します。
　　事　業　内　容　「ポケモン化石博物館」の開催
　　開　催　期　間　令和７年３月上旬～５月中旬（予定）
    歳入見込額　約２億円

　　（交流文化部文化・スポーツ局
 　　　　 　　文化課、観光誘客課）

（交流文化部新幹線開業課）

　北陸新幹線開業効果を最大化・持続化させるため、本県とのアクセスが向上した東北地
域を対象にプロモーションを展開し、本県への誘客拡大を図ります。
　　事業内容　東北地域における出向宣伝　等

　日本遺産「鯖街道」が全国唯一の「日本遺産プレミアム」に選定されたことを好機と捉
え、誘客キャンペーンを展開するとともに、地元の機運醸成を図り、北陸新幹線開業後の
嶺南地域への誘客を強力に促進します。
　　事業内容　お得な旅行キャンペーンや主要なメディア・駅等でのＰＲの実施
　　　　　　　外国人観光客に向けた情報発信

（交流文化部魅力創造課）

（交流文化部新幹線開業課）

　大阪・関西万博において、福井ならではのエンターテインメントを活用したＰＲステー
ジ等を開催し、国内外からの万博来場者へ世界に誇れる福井の魅力を発信することによ
り、本県の認知度向上と誘客拡大を図ります。
　　事業内容　大阪・関西万博における福井県ＰＲステージ等の開催

（交流文化部文化・スポーツ局文化課）

　新たに美浜町、敦賀市の文化財が日本遺産に認定されたことを受け、北前船寄港地の地
域などが参加する「北前船寄港地フォーラム」を開催し、北前船の繁栄の歴史や地域食文
化などの発信および寄港地間の交流を深めるとともに、北陸新幹線開業後の嶺南振興を図
ります。
　　事業内容　「北前船寄港地フォーラム」の開催
　　　　　　　　　石川県加賀市（開会式、基調講演、レセプション等）
　　　　　　　　　福井市（全体交流会、アトラクション等）
　　　　　　　　　敦賀市、小浜市、美浜町（エクスカーション、分科会等）

〈債務負担行為〉  〈55,000〉
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1 商店街への新幹線開業効果波及事業 121,000

[－]

1 六呂師高原ふれあい牧場整備事業 3,976

[－]

1 福井駅西口地下駐車場混雑緩和事業 5,068

[－]

1 レインボーラインにおける混雑情報等発信支援事業 1,640

[－]

（土木部道路保全課）

　福井駅西口地下駐車場の満車・空車情報をＷＥＢで公開するとともに、共通駐車サービ
ス券を自動精算機で利用できるよう改修することにより、混雑緩和と利便性向上を図りま
す。

（未来創造部嶺南振興局）

　レインボーラインでの渋滞発生時に観光客が訪問時間や訪問先を調整しやすいよう、渋
滞発生状況や周辺の観光施設などの情報を発信する表示板の設置を支援します。
　　事業内容　大型電光表示板の設置支援
　　補助対象　美浜町、若狭町
　　補 助 率　県１／４（市町２／４、事業者１／４）

（産業労働部商業・市場開拓課）

　北陸新幹線福井・敦賀開業後の盛り上がりを直ちに全県に波及させるため、市町と協働
して新幹線時代を踏まえた商店街等の成長計画の策定に対して支援するとともに、商店街
等の要望に応じ、緊急対策としての消費喚起に対して支援します。
　　事業内容　新幹線時代を踏まえた商店街等の成長計画策定に対する補助
　　　　　　　　　補　助　率　県１／２（市町１／２）
　　　　　　　　　補助上限額　１００万円
　　　　　　　商店街等の要望に応じた消費喚起事業の実施に対する補助
　　　　　　　　　補　助　率　県１／２（市町１／２）
　　　　　　　　　補助上限額　１，０００万円

（農林水産部中山間農業・畜産課）

　六呂師高原にヒツジやヤギとふれあえる「ふれあい牧場」を設置し、地域の活性化とと
もに、県民の畜産に対する理解・意識の醸成を図ります。
　　事業内容　ふれあい牧場の設置（放牧場の整地、牧柵・畜舎設置等）
    設置場所　福井県乳製品加工体験等施設周辺（大野市）
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２　賃上げの促進等による物価高対策

4 ふくい業務改善・賃上げ応援事業 71,641

[27,900]

4 取引適正化対策強化事業 207,012

[301,352]

ふくい物価高騰対策賃金アップ応援事業 42,496

[85,214]

「社員ファースト企業」推進事業 3,750

[11,533]

（産業労働部労働政策課）

　社会保険労務士による伴走支援の充実を図り、中小零細企業に対する支援を強化しま
す。
　　事業内容　賃金改定等に伴う、就業規則等の作成・改定等の支援
　　支援件数　１，２００事業所（４００事業所追加）

予 算 額
［６年度６月現計］

（単位：千円）

（産業労働部労働政策課）

　国の業務改善助成金への県独自の上乗せおよび奨励金制度を拡充することにより、中
小・零細企業が賃上げを行いやすい環境を整備します。

　　　　　　　　　 　対　象　者　 　国の業務改善助成金の支給決定を受けた者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　上げる者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　嵩上げ
　　　　　　　　　　 支　給　額　 　対象労働者１人あたり１０万円（※１５万円）
　　　　　　　　　　 支給上限額　　 １事業者あたり１００万円（※１５０万円）
　　　　　　　　 賃上げ実現のための国や県の支援制度を紹介する広報の実施

（産業労働部労働政策課）

　企業の人的資本価値を高め、収益力を継続的に向上させるため、社員のウェルビーイン
グ向上に資する取組みを後押しします。
　　事 業 内 容　働きやすい職場環境づくりに取り組む企業への補助
 　 補 助 対 象　社内研修やアドバイザー活用に係る経費
　　補　助　率　県１／２
　　補助上限額　１５万円
　　補 助 件 数　４１件（２５件追加）

（産業労働部経営改革課）

　物価高騰等の影響が長期化する中、適正な価格転嫁を推進するため、県、商工団体等が
オールふくいで支援し、取引適正化を目指します。

　　　　　　　　 設備導入による生産性向上や新商品開発など自社の商品・
　　　　　　　　 サービス等の付加価値を高める取組みへの支援
　　　　　　　　　 　補　助　率　県２／３～４／５
　　　　　　　　　 　補助上限額　通常枠　　　　　　１００万円
　　　　　　　　　　　　　　　　 前向き枠　　　　　２００万円
　　　　　　　　　　　　　　　　 大規模賃金引上枠　３００万円

5年度12月補正

5年度12月補正
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電気・ガス価格高騰緊急対策事業 478,000

[382,450]

交通事業者・福祉施設等への緊急支援事業（電気料・燃料価格高騰対策） 441,338

[151,148]

（産業労働部経営改革課）

　国が実施する支援にあわせ、電気・ガス料金の高騰の影響を受ける事業者等を引き続き
支援します。
　　高圧電力、特別高圧電力、工業用ガスを利用する県内の中小企業に対する支援
    　　支給額　電気・ガス料金の増加額が１０万円以上　　　　　　 ３０ 万円／件
　　 　 　　　　　　　　　　　　　　　　５万円以上１０万円未満　 １５ 万円／件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５万円未満　　　　　　　７.５ 万円／件
　　特別高圧電力利用者に対する支援（国および公的機関を除く）
　　　　支給額　１事業者あたりの上限額４００万円／月（最大１，２００万円）
　　ＬＰガス利用者に対する支援
　　　　支給額　１か月の利用料金が１０万円以上の事業者　　　　　１万５，０００円
　　　　　　　　　　　　　　　　　１０万円未満の事業者、一般家庭　　１，５００円

　　　　　　　（部局連携：総務部大学私学課、未来創造部新幹線・交通まちづくり局地域鉄道課、交通まちづくり課、
　　　　　　　　　　　　　交流文化部魅力創造課、観光誘客課、健康福祉部地域福祉課、長寿福祉課、障がい福祉課、

　　　　　　　　　　　　　児童家庭課、健康福祉部健康医療局地域医療課、医薬食品・衛生課）

　国が実施する支援にあわせ、電気・燃料価格の高騰により経営に影響が生じている地域
公共交通機関、医療・福祉施設等を支援します。
　　対象期間　令和６年８月～１０月（電気）
　　　　　　　令和６年５月～１２月（燃料）

5年度2月補正

5年度2月補正

補助事業者 支援内容 補助事業者 支援内容

貸切バス １０，０００円／台 救護施設 　　２，７９０円／人

遊覧船 　　１３３，４００円／艘

スキー場、スケート
場　※民間

３年度からの増加分
(営業日数に応じて支援)

補助事業者 支援内容 補助事業者 支援内容

１，０００円／人

私立保育所等
 高圧　    ６９０円／人
 低圧　 　 ５８０円／人

県立大学
３年度からの増加分
(実績に応じて支給)

タクシー
自動車運転代行

１６，７００円／台 児童入所施設
 高圧　　７，５１０円／人
 低圧　　２，９２０円／人

トラック
　　３，４００円～
　　　２０，０００円／台
　 (車両区分に応じて支給)

高齢者施設
障がい福祉施設

 入所　  １，８００円／人
 通所    ２，３８０円／人
 訪問　１９，７１０円／施設

【学校等】

私立幼稚園
 高圧  １，３８０円／人
 低圧  １，１５０円／人

私立小中高等学校
私立専修学校

【交通・運輸・観光】 【医療・福祉施設等】

地域鉄道、路線バス
高速・空港連絡バス

３年度からの増加分
(実績に応じて支給)

病院、薬局、
歯科技工所等

 有床　　８，５００円／床
 無床　２５，０００円／施設
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ふくいの農業生産緊急支援事業 11,116

[－]

農業水利施設電気料金高騰対策事業 26,233

[－]

漁業経営セーフティネット支援事業 22,575

[－]　国が実施する支援にあわせ、燃油価格の上昇分を補填する国の制度にかかる積立に対す
る支援を行い、漁業者の安定した経営を確保します。
　　事業内容　「漁業経営セーフティネット構築事業」にかかる積立金を支援
　　対象期間　令和６年５月～１２月の使用量
　　補 助 率　漁業者積立金の１／２

（農林水産部園芸振興課）

　国が実施する支援にあわせ、燃油価格高騰により経営が圧迫されている農家を支援し、
今後の経営継続を図ります。
　　事業内容　「施設園芸セーフティネット構築事業」にかかる積立金を支援
　　対象期間　令和６年１１月～１２月分の使用量
　　補 助 率　生産者積立金の１／２

（農林水産部農地保全整備課）

　国が実施する支援にあわせ、電気料金の高騰に対し、農業水利施設の維持管理にかかる
負担を軽減します。
　　事業内容　令和３年度からの電気代高騰額を支援
　　補 助 額　電気代高騰額の７割（省エネルギー化計画の策定施設）
　　　　　　　電気代高騰額の５割（その他施設）
　　対象期間　令和６年４月～９月
　　事業主体　土地改良区等
　　財　　源　農業水利施設省エネ推進事業補助金

（農林水産部水産課）
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３　持続可能な公共交通の実現

1 路線バス維持・確保緊急対策事業 129,149

[－]

1 交通系ＩＣカード活用効率化支援事業 33,000

[－]　公共交通事業者の負担軽減や利用者の利便性向上を図るため、地域鉄道における交通系
ＩＣカードの利用拡大キャンペーンの実施や、複数事業者の定期券を１つにまとめてオン
ラインで購入できるＷｅｂ定期券サービスの導入支援を行います。
　　事業内容　ＩＣＯＣＡ購入時にかかるデポジット分無料キャンペーンの実施
　　　　　　　　　事業期間　令和６年１０月１１日（ＩＣＯＣＡサービス開始日）～
　　　　　　 「ＩＣＯＣＡ　Ｗｅｂ定期券サービス」の導入支援
　　　　　　　　　補 助 率　県１０／１０
　　　　　　　　　事業期間　令和６年度～７年度

　県内の交通手段を確保するため、運転士の確保や負担軽減に取り組む事業者や、新たな
代替交通への転換に取り組む市町などを支援します。
　　事業内容　事業者が実施する運転士確保対策支援
　　　　　　　運転士として勤務予定の方の大型二種免許取得を支援
　　　　　　　路線バス運転士の負担軽減につながる機器のシステム導入支援
　　　　　　　市町が運行するデマンドタクシーなど新たな代替交通への転換支援
　　事業期間　令和６年度～８年度

（未来創造部新幹線・交通まちづくり局地域鉄道課、
交通まちづくり課）

（未来創造部新幹線・交通まちづくり局交通まちづくり課）

予 算 額
［６年度６月現計］

（単位：千円）
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４　「福井県長期ビジョン」の着実な推進

＜学びを伸ばす（人材力）＞

1 農福連携プラス推進モデル事業 25,776

[－]

1 9,574

[－]

4 若者恋愛応援事業 8,850

[10,227]

子育て応援のための基金積立（地域振興基金） 500,000

[－]

不妊治療費助成事業 48,197

[126,008]

（健康福祉部こども未来課）

　ライフステージを通じて切れ目なく子育て世帯を応援するため、地域振興基金を積み増
しし、「ふく育県」の施策を進めていきます。

（健康福祉部こども未来課）

　特定不妊治療に対する助成について、今後の所要見込み額を増額し、子どもを持つこと
を希望する夫婦の経済的負担の軽減を図ります。
　　事業内容　特定不妊治療への補助
　　　　　　　　　①医療保険適用となる治療（１～６回目）
　　　　　　　　　　  補 助 額　自己負担額から６万円を減じた額と自己負担額
　　　　　　　　　　　 　　　　 ×１／２を比較して高い方の金額
　　　　　　　　　　  補助回数　保険適用回数終了まで
　　　　　　　　　②医療保険適用回数終了後の治療（７回目以降）
　　　　　　　　　　  補 助 額　自己負担額から６万円を減じた額と自己負担額
　　　　　　　　　　　　　　 　 ×１７／２０を比較して高い方の金額
　　　　　　　　　　  補助回数　３回まで（年度内）
　　　　　　　　　③先進医療およびそれと併せて実施される治療
　　　　　　　　　　  補助額および補助回数　①と同じ
　　　　　　　　　④国が審議を行っている技術と併せて実施される治療
　　　　　　　　　　  補 助 額　自己負担額から６万円を減じた額と自己負担額
　　　　　　　　　　　　　　　　×１７／２０を比較して高い方の金額
　　　　　　　　　　  補助回数　１回まで（年度内）

（未来創造部県民協働課）

　結婚を希望する独身の子を持つ親を対象に、子への適切な関わり方を専門家が啓発する
ことで若者が自ら恋人探しに踏み出すよう促します。

　　財　　源　　 地域少子化対策重点推進交付金（１／２）

予 算 額
［６年度６月現計］

（単位：千円）

（健康福祉部障がい福祉課）

　農福連携に観光業や商工業との連携を加えた農福連携プラスに取り組む障がい者就労施
設を支援し、障がい者の工賃と働きがいの向上を図ります。
　　事業内容　障がい者就労施設に対し、農福連携の取組みに必要な経費を支援
　　補 助 率　１０／１０
　　財　　源　障害者総合支援事業費補助金（国１０／１０）

障がい者工賃向上推進モデル事業 （健康福祉部障がい福祉課）

　障がい者就労施設への生産設備の導入を支援し、障がい者の工賃向上を図ります。
　　事業内容　障がい者就労施設に対し、生産設備導入に必要な経費を支援
　　補 助 率　１０／１０
　　財　　源　障害者総合支援事業費補助金（国１０／１０）
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1 178

[－]

1 2,000

[－]

＜成長を創る（産業力）＞

4 ふくいの木にチェンジ！需給拡大事業 10,400

[5,529]

4 原子力発電施設等立地地域基盤整備支援事業補助金 500,000

[405,000]

1 在日フランス商工会議所連携事業 1,080

[－]　日仏のビジネス交流を促進するため、在日フランス商工会議所と連携し県内企業のフラ
ンス進出を後押しします。
　　事業内容　在日フランス商工会議所「福井オフィス」と連携した支援
　　　　　　　　　フランス企業と県内企業とのビジネスマッチング
　　　　　　　　　県内企業に特化したビジネスセミナーの開催
　　　　　　　初めての地方開催となる理事会の県内開催

　新たな保育者を輩出し、安定的な人材の確保を図るため、指定保育士養成施設が取り組
む入学者確保策に対して支援を行います。
　　事業内容　指定保育士養成施設が行う保育者を目指す学生増に資する取組みを支援
　　実施主体　仁愛学園
　　補 助 率　県２／３
　　補助上限　７，０００万円
　　事業期間　令和６年度～１１年度

　妊産婦の居住地にかかわらず、安全・安心に出産・子育てができる環境を整備するた
め、総合周産期母子医療センターで出産する必要があるハイリスク妊婦に対して、移動に
かかる交通費および宿泊費を助成し、経済的負担の軽減を図ります。
　　事 業 内 容　総合周産期母子医療センターまで概ね６０分以上の移動が必要な場合、
　　　　　　　　分娩時の移動にかかる交通費および宿泊費の一部を助成
　　対　象　者　県内に住所地があり、医学上の理由等により総合周産期母子医療セン
　　　　　　　　ターにおいて出産する必要がある妊婦
　　補　助　率　国１／２、県１／４（市町１／４）
　　補助上限額　交通費　移動に要した費用の８０％
　　　　　　　　宿泊費　宿泊に要した費用（市町の旅費規程に定める額を上限）から
　　　　　　　　　　　　２，０００円を控除した額（最長１４泊）
　　財　　　源　母子保健衛生費国庫補助金

指定保育士養成施設における志願者応援事業 （健康福祉部児童家庭課）

（エネルギー環境部エネルギー課）

　「原子力発電所の立地地域の将来像に関する共創会議」において創設された補助制度を
活用し、嶺南市町が実施する地域振興および課題解決に向けた取組みを支援します。
　　財源　原子力発電施設等立地地域基盤整備支援事業交付金

ハイリスク妊婦交通費等支援事業 （健康福祉部こども未来課）

（農林水産部県産材活用課）

　県産材製品（製材品）を乾燥させるための施設の整備に必要な支援を実施し、需要に応
じた供給体制を構築することにより、県産材需要の拡大と開拓を図ります。

　　　　　　　　　 　補助対象　製材事業者で組織する団体
　　　　　　　　　　 補 助 率　県１／２

（産業労働部国際経済課）

-8-



　

＜楽しみを広げる（創造力）＞

嶺南土砂活用推進事業 8,000

[20,000]

（土木部高規格道路課）

　北陸新幹線（敦賀・新大阪間）建設事業や舞鶴若狭自動車道４車線化事業が円滑に進む
よう、課題となっている土砂の活用を推進します。
　　事業内容　市町が実施する土砂活用事業に対して支援（若狭町追加）
　　実施主体　嶺南市町
　　補 助 率　県１／２
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＜安心を高める（地域力）＞

1 医師派遣基幹病院勤務環境改善事業 6,750

[－]

療養病床転換助成事業 2,000

[－]

1 指定管理鳥獣（ツキノワグマ）対策事業 13,531

[－]

1 県立学校体育館空調整備事業 －

〈30,420〉 

[－]

1 災害時における情報収集体制整備事業 7,074

[－]

（健康福祉部健康医療局地域医療課）

（防災安全部危機管理課）

　発災時に孤立集落のアクセス状況や被害情報を速やかに把握するとともに、通信断絶時
においても情報収集ができる体制を整備し、迅速かつ効果的に支援を行えるよう防災体制
の強化を図ります。
　　事業内容　ドローンの自動飛行ルートの事前登録
　　　　　　　衛星通信設備の整備

　医師の時間外労働時間短縮や勤務環境改善等の取組みを支援し、医療の質・安全を確保
するとともに、地域における医療体制の維持を図ります。
　  事業内容　ＩＣＴ機器の導入等、労働時間短縮のための取組みを支援
　　補助対象　福井大学医学部附属病院
　　補 助 率　県３／４
　　財　　源　地域医療介護総合確保基金

（健康福祉部長寿福祉課）

　療養病床の再編成と地域における介護サービスの受け皿を確保するため、療養病床を介
護保険施設等に転換する医療機関に対し、整備費用を支援します。
　　事業内容　改修に係る整備費用の一部を支援
　　補 助 率　定額（５０万円×転換床数）
　　財　　源　療養病床転換助成国庫補助金、社会保険診療報酬支払基金

（エネルギー環境部自然環境課）

　特定鳥獣管理計画（ツキノワグマ）の策定に向け、個体数推定や捕獲事業実施区域内で
の生息数調査などを実施し、あわせて市町の捕獲体制に対する支援や県民への注意喚起を
強化します。
　　事業内容　出没状況や生息密度分布を反映した高精度な個体数推定
　　　　　　　指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画の策定に向けた調査
　　　　　　　ツキノワグマ捕獲体制の強化支援
　　　　　　　県民への注意喚起強化
　　　　　　　市町に対する防護用品の購入経費補助
　　　　　　　　　補助率　県１／２
　　財　　源　指定管理鳥獣対策事業交付金

（教育庁教育政策課）

〈債務負担行為〉

　県立学校の体育館に空調設備を整備し、災害時の避難所としての環境改善を図るととも
に、猛暑においても生徒が安全で快適に体育館での授業等を受けられる環境確保および県
立学校の魅力向上を図ります。
　　事業内容　県立学校（２９校３２棟）の体育館に空調設備を整備
　　　　　　　　　可動式空調（７年夏：３２棟）
　　　　　　　　　固定式空調（８年夏：６棟、９年夏：１３棟、１０年夏：１３棟）
　　事業期間　令和６年度～１０年度
　　財　　源　緊急防災・減災事業債
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1 ５Ｇタブレットを活用した防災力強化事業 7,667

[－]

1 災害時における初動体制強化事業 15,777

〈4,847〉 

[－]　令和６年１月の能登半島地震の教訓をうけ、発災直後に即時に職員を派遣できる態勢を
整えるとともに、迅速な応援、救助活動ができるよう、初動対応に必要な装備品等を整備
し、災害対処能力の強化を図ります。
　　事業内容　被災地へ派遣される職員用の携行品、非常用物資の整備
　　　　　　　災害現場における迅速な救助活動のための装備資機材の整備

（防災安全部危機管理課、警察本部）

〈債務負担行為〉

（土木部土木管理課）

　災害発生時に５Ｇ環境で通信可能なタブレットを活用し、県民に対する情報発信の早期
化や、災害復旧を行う事業者との情報共有の体制を構築するなど、今後の災害に備えま
す。
　　事業内容　タブレットの導入　２００台
　　　　　　　５Ｇ環境を利用して現地から情報発信
　　財　　源　雪対策基金

-11-



５　国の内示に伴う公共事業の増額、災害への対応

公共事業（補助事業、準公共事業、国直轄事業負担金）　　　　（農林水産部、土木部） 1,480,834
[41,122,491]

５年度
９月現計

①

６年度
６月現計

９月補正
６年度
９月現計

②
事　業　内　容

造　　林 980,335 970,372 18,896 989,268 間伐､再造林等

治　　山 1,384,253 1,368,462 3,990 1,372,452 保安林整備

道　　路 10,707,062 11,408,796 884,700 12,293,496
坂本高浜線の整備等　4箇所
国道３０５号の落石対策等
　　　　　　　　 　12箇所

河　　川 6,090,274 3,499,988 456,375 3,956,363 七瀬川の河川改修等　6箇所

港湾・海岸 469,241 597,734 98,923 696,657 福井港等　3箇所

公　　園 105,336 43,930 1,430 45,360

漁港、砂防等 9,772,204 10,237,210 10,500 10,247,710

小　　計 29,508,705 28,126,492 1,474,814 29,601,306
 対前年同期比（②/①）
 　　　　  100.3％

－ 18,223 6,020 24,243 漁業生産基盤の整備

農林水産部 － － － －

土　木　部 12,905,996 12,977,776 － 12,977,776

小　　計 12,905,996 12,977,776 － 12,977,776
 対前年同期比（②/①）
　　 　　100.6％

42,414,701 41,122,491 1,480,834 42,603,325
 対前年同期比（②/①）
 　　　  100.4％

県単独事業　　　　（農林水産部、土木部） 72
[12,851,128]

５年度
９月現計

①

６年度
６月現計

９月補正
６年度
９月現計

②
事　業　内　容

840,890 744,890 72 744,962 漁港施設の整備

11,584,405 12,106,238 － 12,106,238

12,425,295 12,851,128 72 12,851,200
 対前年同期比（②/①）
 　　　     103.4％

ゼロ県債の設定について 　　<債務負担行為>　<1,845,000>

  設定内容　　　１８億円（県単事業１５億円　交付金事業３億円）

（１）公共事業の増額

　新年度当初から工事に着手し、年間を通した工事の平準化を図るため、ゼロ県債を設定します。

　国の内示等に伴う補正を行い、社会基盤の整備を促進します。

補
　
助
　
事
　
業

準公共事業

国
直
轄
事
業

合　　計

農林水産部

土　木　部

合　　計

予 算 額

[６年度６月現計]

（単位：千円）
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（２）災害への対応

　 1,043,282

①土木部

　災害復旧事業 381,370

　道路や河川など被災した施設の復旧工事を行います。
既決予算で対応

　災害応急対策事業（県単） 402,000

河川 箇所

②農林水産部

　災害復旧事業 185,912

　治山施設や農地・農業用施設などの災害復旧工事を行います。

補
助

単
独

予 算 額
（単位：千円）

　令和６年６月大雨による被害に対し、一日も早い被災箇所の災害復旧や今後の大雨等による再度の災害発
生を防止する対策を行います。

災害復旧事業等
（補助事業、応急対策事業）

（土木部、農林水産部）

合計 902,370

所要額 主な箇所

（

既
決
予
算
）

補
助

道路災害 165,000 一般国道１５８号　等　　2箇所

河川災害 92,000 一級河川吉野川　　等　　4箇所

砂防災害 264,000 月尾川　　　　　　等　　8箇所

単
独

道路災害 195,070 道路の土砂撤去　　等　 83箇所

河川災害 87,300 護岸崩壊　　　　　等　 19箇所

砂防災害 99,000 河床低下　　　　　等　 23箇所

所要額 主な箇所

　河川の堆積土砂除去など応急対策を行います。

９

耕 地 災 害 165,912 農地（福井市更毛町）　　　　　等　　102箇所

治山施設災害 20,000 治山施設（南越前町糠(四ヶ窪)）等 　 　4箇所

合　計 185,912

521,000千円
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　災害応急対策事業（県単） 74,000

治山 箇所

農業用施設 箇所

 ※県補助率のかさ上げにより地元負担なし

　 (県単小規模土地改良事業50%→75%、農業用用排水緊急対策特別事業40％→75％)

６　その他

予備費の増額 200,000

[300,000]

予 算 額
［６年度６月現計］

（単位：千円）

（総務部財政課）

　県有施設の大規模な緊急修繕や能登半島地震への対応等に予備費を充用しており、今後の
更なる不測の事態に備えるため、予備費を増額します。

２０４

　小規模な山林・農地被害の復旧工事や応急対策を行います。

５
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